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4  論文の概要 
本研究は、1990 年代から地域における産業政策のキー概念となった産業クラスタ （ー以下、
クラスターという）について、クラスター内の企業間ネットワークの発展とクラスターの発
展の関係を明らかにするものである。 
日本における地域政策が「地域間の均衡」「地方分散」から、「地域の競争力」や「イノベ
ーション」を重視する政策へと変化するなか、1990 年代から世界的に「産業クラスター」が
地域産業政策のキー概念の一つとなり、政策的なシフトも生じた。日本でも国、地方をあげ
てクラスター形成を目指した政策がとられ、研究面でも産業クラスターに関する研究が活発
化していき、主にクラスターの理論化と実際のクラスターの事例研究が進んだ。しかし、こ
れらは主にその実態解明に重きを置いたものであり、日本のクラスター政策も顕著な成果を
あげることができていない。近年では、政策との接点から、クラスター自体の成長、その阻
害要因の明確化に対する注目が高まってきている。 
 近年のクラスター研究において、進化経済地理学に基づくその変化や発展メカニズムを重
視するアプローチが新たな研究の潮流を形成しつつある。ところが、クラスター内のアクタ
ー間ネットワークとクラスターの共進化については、実証はおろか理論化も発展途上の段階
にあり、日本における研究成果はほぼ皆無といってよい状況にある。 
本研究では、クラスターにおける企業間ネットワークに焦点を当て、クラスター内の企業
間ネットワークの発展とクラスターの発展の関係を明らかにすることが狙いである。日本の
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クラスターを対象にこうした共進化の分析を行った体系的研究はこれまでになく、本研究の
学術的貢献は極めて大きいと考える。 
 第 2 章は、クラスターに関わる既往研究を渉猟している。これまで経済地理学における産
業集積研究の蓄積があり、マーシャルの産業集積の源泉に始まる流れとウェーバーから「新
産業空間論」へと至る二つの大きな流れがある。これらとは別に「産業の雰囲気」を発展さ
せた「イノヴェーティブ・ミリュー論」や「学習地域論」、クラスターの提唱者であるポータ
ーによる経営学的アプローチもある。これに対し、クラスターの進化に着目した研究が顕在
化しつつある。クラスターを、企業、企業間ネットワーク、産業の「共進化」の過程ととら
えた上で 4 段階に分類し、その特徴を整理した Tel Wal and Boschma の研究はその嚆矢とい
える。このクラスターの進化に関しては、近年、主に経済地理学から、アクターとそのネッ
トワーク、制度、ナレッジ・ネットワークのスケールと制度の相互作用、クラスターに固有
のライフサイクルの解明、近接性概念の拡張といった様々な観点から新たな展開を見せてい
るが、アクター間ネットワークとクラスターの共進化に関しては、理論、実証ともようやく
本格化しつつある。この点を踏まえ、本研究は、ローカルレベルのクラスターに対象を絞り、
共進化メカニズムの理論化及びその実証を行うものである。 
第 3 章では、クラスターと企業間ネットワークとの共進化の観点からクラスターの発展の
メカニズムの理論化を行っている。先行研究から、企業間のナレッジ・ネットワークとクラ
スターの同時的発生、そしてその双方の成長を経て、ナレッジ・ネットワークがナレッジ・
コミュニティへ進化することによりクラスターも成熟していくという一連の共進化メカニズ
ムを提示した。このメカニズムには、ナレッジ・ネットワークからナレッジ・コミュニティ
への経路が限定的であること、ナレッジ・コミュニティが形成された後のその強化のプロセ
スとナレッジ・コミュニティ内部の企業行動の不明確化さという課題が存在していた。そこ
で、これらの課題に対し、ネットワークをコミュニティへと促進する要素を「ソーシャル・
キャピタル」の概念を用いて再検討するとともに、企業戦略の視点からの考察も加え、独自
の「発展型の共進化メカニズム」を構築している。 
第 4 章では、「発展型の共進化メカニズム」について、実際のクラスター（神戸医療産業
都市）を事例に、実証分析を行っている。この結果、従来、連携のパートナーの技術の活用
という視点で捉えられてきたクラスター内での企業間連携について、(1)技術活用はソーシャ
ル・キャピタルの一つの側面（構造的側面）に過ぎず、相手方との信頼関係の構築（関係的
側面）や目標の共有（認知的側面）の方が、企業間のインタラクションに寄与していること、
(2)企業間のインタラクションがソーシャル・キャピタルに与える影響も、パートナー技術の
活用よりも、信頼関係の構築、目標の共有化の向上に対する寄与度が大きい、という二点が
明らかとなった。また、これらの結果は、共進化メカニズムにおいて、ナレッジ・ネットワ
ークからナレッジ・コミュニティへと至る流れが成立していることを示唆していることが明
らかとなった。さらに、ビジネスのエコシステムの形成に対し、目標の共有化（認知的側面）
が研究開発以外（取引など）の連携にも一定の寄与度を持っており、地域におけるビジネス
のエコシステムを形成する上でも、ソーシャル・キャピタルの視点から企業間ネットワーク
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を構築することが重要ということが分かった。 
第 5 章は、共進化メカニズムにおいてナレッジ・ネットワークがナレッジ・コミュニティ
に至るプロセス及びネットワークからコミュニティへの進化を促進する要素の実証分析を行
っている。ここでも神戸医療産業都市を事例としているが、まず、ナレッジ・ネットワーク
は一方向から双方向へと進み、さらにコミュニティへと至る「段階的」な共進化のプロセス
を辿るとの仮説に対し、実際には、様々なネットワークが「同時並行的」な共進化により形
成されることが明らかとなった。また、企業誘致政策の面では、(1)継続性の高いナレッジ・
ネットワークの構築を優先すべき、(2)特に継続性の高いネットワーク（共同研究、特定の相
手方とのミーティング、セミナー等への参加）の形成に資する企業誘致を推進すべき、(3)(2)
に該当する企業について、都市内企業との取引関係や信頼関係を持つ企業、特許出願を基本
スタンスとする研究開発指向の強い企業を優先的に誘致すべき、との結果を得た。 
第 6 章は、前章までの理論及び実証分析を踏まえ、政策提言を行った。実証分析の結果、
企業間インタラクションを促進し、ナレッジ・ネットワークをナレッジ・コミュニティへと
進化させるには、パートナーとの信頼関係や目標の共有化を確立し、促進する政策が必要と
いうことが明らかになった。まずクラスター立地企業がアソシエーション（組合）を組成し、
定期的なセミナーを開催等の事業により、企業同士が知り合いになるきっかけづくりを進め
ること。次に、クラスターの発展に必要な人材育成と供給に関し、アソシエーションと自治
体、国の関連機関、大学が連携し、プロフェッショナル人材を育成すべきとの結論を得た。
さらに、アソシエーションが仲介役となり、会員企業とのマッチングを進め、「オープン・イ
ノベーション」を推進していくべきと提案している。 
第 7 章は本研究の総括である。本研究はクラスターと企業間ネットワークの共進化に関す
る独自のメカニズムを構築し、その実証を行うことで大きな学術的貢献を果たしているが、
一方で、質的なデータ収集の必要性やクラスター内の企業以外の機関（大学等）まで射程に
入れた分析などの課題も残された。今後はこれらの課題を踏まえ共進化メカニズムの更なる
精緻化を図ることが必要である。 
最後に補論として、近年のマルチ・スケール性を重視したクラスター研究の流れを踏まえ、
リージョン間の連携促進について記載している。ここでは、都市間連携の視点に基づき、多
極的（ポリセントリック）地域構造下における都市間連携の事例として、日本初の本格的な
都道府県連携の取組である関西広域連合を取り上げ、府県レベルの都市間連携の現状及び課
題を考察し、広域的都市間連携の将来像を検討した。 
 
５ 論文の評価と判定 
 産業クラスターに関わる研究は、経済学、経営学、地理学などを中心に多分野からこれま
で多くの蓄積を得ている。また、世界各国においてかかる視点から産業クラスターが計画さ
れ、実際にその組成が試みられてきた。もともと「集積」論を重要テーマに研究が蓄積され
てきた経済地理学において、産業クラスター研究は産業地域におけるイノベーション研究の
核心概念であり、同時に政策形成を行う主体からも注目されるようになってきたのである。
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これまで、どちらかというとその機能や構造に研究上の焦点があったが、近年、その変化・
発展のあり方に着目することで実際の政策への適用が研究課題となってきている。 
本研究は、クラスターのダイナミズムについて、これを構成するさまざまな要因やその関
係性の連続的変化から明らかにすることを試みたものである。近年、急速にかかる領域への
関心が高まり、蓄積も徐々に拡大してきたとはいえ、なお十分な成果が得られていない。本
研究の学会への貢献は以下の 3 点にある。 
第１は、産業クラスターの理論面への貢献である。本研究では、産業クラスター内の多様
な主体（アクター）間のネットワークとクラスター自体の共進化に着目し、既往研究から「共
進化に関する段階的発展仮説」から「発展型共進型メカニズム」を構築したことにある。本
論文における共進化メカニズムは、さきに示したようにクラスターの進化の様相を的確にと
らえたものとなっている。こうした視点からの研究は、これまでほとんど行われておらず、
産業クラスター研究の発展において大きな成果をあげたと評価したい。 
 第２に、さきに示したクラスターの発展仮説を事例の検証によって修正し、さらなる精緻
化を行ったことをあげなければならない。クラスター研究の弱点は、クラスター内外関連主
体の行動について、従来、詳細な分析が十分に行われなかった点にある。とりわけ、先端産
業領域では、企業秘密も多くその実態については明らかにされなかったケースが多い。本論
文では、神戸医療産業都市を事例に立地事業所悉皆調査を行い、同氏による共進化に関わる
理論仮説検証を試みている。同事例では、クラスター内におけるソーシャル・キャピタルの
「埋め込み（embeddedness）」が果たす役割や、氏が仮説として設定した段階的発展仮説の
同時進行的共進化への修正などが行われた。クラスターの発展がその内部においてどのよう
な変化メカニズムと同期していたのかについては、これまでほとんど明らかにされておらず、
クラスター研究への大きな貢献といってよい。 
 第３は、こうした理論・実証研究の成果を、地域産業政策として具体的に提示したことに
ある。また、従来、わが国ではクラスター政策は政府主導のもとに展開してきた。しかし、
地域固有の資源や主体をベースに発展を促すためには、現場からのボトムアップによる政策
形成が不可避である。クラスターを構成するアクターがアソシエーションを組成し、これを
核として政策を組み立てるといったアプローチを提案している。氏が、兵庫県庁の産業労働
部の幹部として実際に政策形成に関わった経験がいかんなく発揮された成果といってよい。   
本論文で行われた研究をより一層明確にするには、①ネットワークやコミュニティといっ
た従来様々な分野で使われてきた概念については、より丁寧な定義が必要と思われる。また、
②仮説の検証にあたって、アンケートによる分析を補完する個別事業所へのインテンシブな
インタビュー調査も必要である、と考えられる。が、以上のことは、本論文の貢献を著しく
下げるものではないと判断される 
以上により、論文の内容および所定の試験の成績を考慮し、本論文の提出者は博士（経済
学）を授与される資格があるものと判定する。 
 
 
